
令和６・７年度保険料率改定について
＜最終試算＞

埼玉県後期高齢者医療広域連合
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１．前回試算からの変更項目
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（0.03%減）

前回試算 今回（最終）試算 備考

一人当たり
医療給付費

R5 ７９６，６６０円

R6 ８１２，０１８円

R7 ８２７，６７７円

R5 ７９５，４６５円

R6 ８０８，５３８円

R7 ８２４，９３７円

・新たな医療給付費見込をもとに再計算を
実施

令和6年度
診療報酬改定

ー
R6 ▲0.25％

R7 ▲0.12％

診療報酬本体+0.88％
薬価▲0.97％
材料価格▲0.02％、
全体で▲0.12％※端数調整あり

・診療報酬本体及び材料価格はR6.6月施行
・診療報酬改定分、医療給付費が減額

後期高齢者
負担率

12.70% 12.67%
・国から12月に示された数値を適用
・制度改正前の算定方法による負担率は
12.24％



２．令和５年度の医療給付費の実績（令和５年１０月診療分まで反映）
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直近の医療費動向
3月診療分は高騰したものの、４月～９月診療分以降は比較的安定して推移。
10月分はやや上昇。

直近の医療費動向

○6ヶ月（3月～8月診療分）平均 ○8か月（3月～10月診療分）平均

医療給付費 ： 69,578,912,952円 69,692,341,228円（＋113,428,276円）（＋0.16％）

一人当たり給付費 ： 66,033円 65,921円（▲112円）（▲0.17％）

（ ）内は6ヶ月平均との比較
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３．診療報酬改定について
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直近の医療費動向
直近の医療費動向
○令和６年度診療報酬改定

診療報酬 ＋ 0．８８％
薬価 ▲ 0．９７％
材料価格 ▲０．０２％

合計 ▲０．１２％

・診療報酬本体及び材料価格の改定は、令和6年6月1日施行のため、
令和６年度への影響は10か月分となることから、影響率が異なる。

（令和6年度の影響率）
0.86％（診療報酬＋材料価格）×10／12か月ー0.97％（薬価）

令和６年度 ▲０．２５％

令和７年度 ▲０．１２％

〇令和6年度と令和7年度の影響率が異なる理由

〇医療給付費見込みに反映（診療報酬減額を医療給付費の見込みに反映）

※端数調整のため、合計値とは一致しません



４．保険料率の増減要因 （医療給付費）
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直近の医療費動向
直近の医療費動向
一人当たり医療費の見直し※医療給付費の実績と診療報酬改定を踏まえ、再度推計。

令和５年度 796,660円 → 795,465円（▲1,195円） +2.25% （▲0.15％）

令和６年度 812,018円 → 808,538円（▲3,480円） +1.64% （▲0.43％）

令和７年度 827,677円 → 824,937円（▲2,740円） +2.03% （▲0.33％）

【対前年度比】 （前回試算との比較）

Ｒ５(見込) Ｒ６(見込) Ｒ７(見込)

医療給付費見込み額 849,753,424,784円 909,538,518,972円 956,456,034,335円

医療給付費伸び率（対前年度） 〔+7.53%〕 〔+7.04%〕 〔+5.16%〕

一人当たり給付費 795,465円 808,538円 824,937円

一人当たり給付費伸び率（対前年度） 〔+2.25%〕 〔+1.64%〕 〔+2.03%〕

被保険者数推計 1,068,248人 1,124,917人 1,159,429人

① 市町村ごとに令和５年度医療給付費を、過去5年の伸び率等をもとに算出し、これを合計したものを県全体の令和
５年度医療給付費とした。

② 次に、①で算出した県全体の令和5年度医療給付費を被保険者数見込みで除して、令和5年度の一人当たり給付
費を算出。

【算出手順】



５．保険料率の増減要因 （後期高齢者負担率）
増額
要因

〈後期高齢者負担率〉 １２．６７％

・厚生労働省から12月に示された後期高齢者負担率は１２．６７％。

・▲０．０３％となり、保険料賦課総額見込みの減額要因となる。

・なお、改正前の算定方法による負担率は１２．２４％となり、制度改正がなくても若年人口減少の進捗により、０．
５２ポイント上昇する。

年度 H20･21 H22･23 H24･25 H26･27 H28･29 H30･R1 R2･3 R4･5 R6･7

後期高齢者
負担率

10.00% 10.26% 10.51% 10.73% 10.99% 11.18% 11.41% 11.72%
12.67%
(確定値)

（後期高齢者負担率の推移）

（前回試算から０．０３％の減）
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６．保険料率の増減要因
（出産育児一時金に係る費用の一部を支援する仕組みの導入に伴う負担増）

増額
要因

〈出産育児一時金に係る費用の一部を支援する仕組みの導入に伴う負担増〉

約１４．１億円 （令和6・7年度 計）

・少子化を克服し、子育てを社会全体で支援する観点から、出産育児一時金に
係る費用の一部を支援する仕組みが令和6年度から導入される。

・後期高齢者医療制度の支援割合は費用の７％（激変緩和措置により令和
６・７年度の支援は１／２）。支援割合は２年ごとに見直し。

・埼玉広域では保険料賦課総額として２年間で約１４．１億円の負担となっ
ている。

6

12月試算から変更なし



７．保険料率の増減要因 （賦課限度額の引き上げ）
増額
要因

今回の保険料率改定時には現在の６６万円から８０万円に大幅に引き上げられる。令和６年度につい
ては、激変緩和措置により７３万円（激変緩和措置の対象外の方※は令和６年度から８０万円）。

賦課限度額が引上げられると、所得割率の減少要因になる（一人当たり保険料額は増加する）。

※令和６年度以降に新たに７５歳に到達する方（障害認定により既に資格取得されている方は除く）

〈賦課限度額の改正〉

17,319人

1.51%

約1,014万円～

（令和6年度）

７３万円

（令和７年度）

８０万円・
（現行と同じ）

６６万円

14,353人

1.27%

約1,116万円～

13,390人

1.15%

約1,193万円～

限度額超過者人数

限度額超過者割合

対象者（年収）※

※対象者年収は単身世帯で、年金収入200万円、その他は給与収入で計算。均等割額及び所得割率はR6・7の剰
余金を175億円活用した場合で計算
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12月試算から変更なし



８．保険料率の増減要因 （所得係数）
増額
要因

（埼玉広域）

均等割と所得割の比率 ４５：５５

8

12月試算から変更なし

○ これまでは、均等割と所得割の比率は50：50だったが、均等割額に制度改正に伴
う増加が生じないよう、均等割と所得割の比率は48：52 に政令が改正された。

○ また、１人当たりの平均所得が全国平均よりも高い県は、所得割の比率が高く設
定される。埼玉県は１人当たり所得が全国平均より１４%ほど高いため、所得割の比
率が高くなる。

国より１２月に全国の一人当たり平均所得（暫定値）が示され、所得係数を再計算した結果、
均等割と所得割の比率は変更なし。



９．保険料率の増減要因 （剰余金の残高）
減額
要因
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１７５億円

12月試算から変更なし



１０．保険料で賄うこととなる額について
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２年度合計 １兆８，６４２億円（９８．５７％）

支払基金交付金
(現役世代からの支援金)

国庫負担金
（高額医療費公費負担金含む）

市町村負担金

２年度合計
２，３２７億円
(１２．３０％）

（１） 令和６・７年度の後期高齢者医療に係る費用額の合計 （１兆８，９１２億円）

（２） 令和６・７年度の後期高齢者医療に係る収入額の合計 （１兆８，９１２億円）

保健事業等に要する費用

２年度合計１１８．７億円（０.６３％）

葬祭費等

２年度合計 ７０．５億円（０.３７％）

令和６・７年度の後期高齢者医療に係る費用額及び収入額（見込み）

調整交付金
（国庫）

健康診査事業費補助金等

２年度合計 １８．７億円（０.１０％）

審査支払手数料等

２年度合計 ４２．２億円（０.２２％）

特別高額医療費共同事業拠出金

２年度合計 ２４．８億円（０.１３％）

特別高額医療費共同事業交付金

２年度合計 ２４．８億円（０.１３％）

２年度合計
１，２７０億円
(６．７１％)

２年度合計
４，４７０億円
（２３．６４％）

２年度合計
１，５７７億円
(８．３４％)

２年度合計
１，４４６億円
(７．６５％)

２年度合計
７，６０３億円
（４０．２０％）

保険料等
(保険料収納必要額)

療養の給付費等に要する費用

（療養給付費 訪問看護費 移送費 高額療養費など）

出産育児支援金

２年度合計 １４．１億円（０.０８％）

保険料賦課総額
２，３４０億円

（保険料収納必要額を保険料収納率で除す）

〈内訳〉
均等割総額 １，０５３億円
所得割総額 １，２８７億円

前年度まで
の保険料
剰余金

１７５億円
(０．９３％）

埼玉県負担金
（高額医療費公費
負担金含む）

※前回と比較して、剰余金活用前の

保険料賦課総額が▲４６億円となった。



１１．短期的な財政リスクへの備えについて

＜短期的な財政リスクに備えた額について＞

（令和6・7年度）国が示すリスク率に基づく試算

【参考・前回改定時】
（令和４・５年度）国が示すリスク率に基づく試算
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12月試算から概ね
変更なし

リスク区分 R4・5給付費見込み リスク率 負担率 リスク額

保険料収納不足 1,699,562,382,022円 0.058% 11.72% 115,529,452円

給付費増加 1,699,562,382,022円 0.93% 11.72% 1,852,455,014円

合計 1,967,984,466円

約２０億円

リスク区分 R6・7給付費見込み リスク率 負担率 リスク額

保険料収納不足 1,864,175,703,345円 0.049% 12.67% 115,733,620円

給付費増加 1,864,175,703,345円 0.93% 12.67% 2,196,576,873円

合計 2,312,310,493円

約２３億円



１２． 令和６・７年度保険料率の最終試算結果について

国からの最終試算依頼の内容を踏まえ、国から示された確定数値等により試算。

〈今回の試算について〉

R4･5 R6･7

（現行）
（新保険料率）

175億円活用

（参考）

剰余金
活用なし

均等割額※ 44,170円 45,930円 49,390円

前回改定との比較 ＋2,470円 ＋1,760円 ＋5,220円

所得割率 8.38％ 9.03％ 9.84％

前回改定との比較 ＋0.42％ ＋0.65％ ＋1.46％

一人当たり平均保険料額 78,773円
R6 : 84,998円
R7 : 86,754円

R6 : 91,337円
R7 : 93,274円

前回改定との比較 ＋2,292円
R6 : ＋6,225円
R7 : ＋7,981円

R6 : ＋12,564円
R7 : ＋14,501円

※ 均等割額は激変緩和措置により、制度改正の影響がないように算出。
また、所得割率についても、激変緩和措置として、令和６年度に限り、旧ただし書き所得58万円以下の方に対して、制度改正
の影響がないように算定した所得割率（ 8.42％：175億円活用時）が適用される（該当者は125,023人（11.04％ ）
、一人当たり軽減額は約1,858円） 。

（※）
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１３． 激変緩和用所得割率について

今般の制度改正により、後期高齢者負担率の算定方法等が見直しされたことで、所得割率が大きく
上昇する見込みとなる。

そこで、激変緩和措置として、年金収入153万円超～211万円（旧ただし書き所得５８
万円）相当までの方は、令和６年度に限り、制度改正による増加が生じないように算定
した所得割率（＝激変緩和用所得割率）が適用される。

13

※激変緩和用所得割率の算定に当たっては、以下の表の制度改正前の条件により計算

R6：激変緩和用所得割率（8.42％） R7：通常の所得割率（9.03％）

Ｒ６
（制度改正前）

Ｒ７
（通常）

後期高齢者負担率 12.24% 12.67%

出産育児支援金の導入 × ○

賦課限度額 67万円
80万円

（令和６年度は73万円）

※



※下線部分は保険料の急激な上昇にならないよう激変緩和措置が設けられていることにより、制度改正による影響はありません。
（一人当たり医療費の伸び等による増額のみ）
※       均等割軽減判定基準額が改正され、5割軽減が＋5千円、2割軽減が＋1万円となりました。

１４． 年金収入額別 年間保険料の比較

剰余金175億円を活用した場合において、年金収入額別に年間保険料を現行の保険料と比較すると、次の
とおりである。

年金収入額 R5（現行） R6 R5との比較 R7 R5との比較
R6・7軽減別
人数・割合

153万円
均等割（7割軽減）のみ

13,200円 13,700円 +500円 13,700円 +500 円
7割軽減（～153万円）

418,779人
36.46％

197万円
均等割（5割軽減）＋所得割（R6は軽減用所得割率）

58,900円 60,000円 +1,100円 62,600円 +3,700 円
5割軽減（～197.5万円）

136,712人
11.90％

221万円
均等割（2割軽減）＋所得割

92,300円 98,100円 +5,800 円 98,100円 +5,800円
2割軽減（～222.5万円）

163,469人
14.23％

参
考

240万円
均等割（軽減なし）＋所得割

117,000円 124,400円 +7,400 円 124,400円 +7,400 円 ー

400万円
均等割（軽減なし）＋所得割

236,400円 253,100円 +16,700 円 253,100円 +16,700 円 ー
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１５．今後の改定スケジュール

（１）懇話会から広域連合長あてに提言（１月）

（２）県知事への協議（１月）

懇話会の提言に基づき作成した保険料率に係る条例改正案を県知事に協議

（３）広域連合議会への条例改正案の提案（２月）

 条例改正案を広域連合議会に上程

15
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